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抄　録
　LIPERプロジェクトの一環として，公共図書館職員を対象に行なった知識・技術やその修得機会に関する質問紙調査の結果についてクロス集計を中心に分析した。分析の結果，(1) 司書有資格者，通算勤務年数が長い者，図書館の外部で勤務したことのない者のほうがそうでない者よりもさまざまな専門的知識・技術をより重要と考え，教育での養成に期待する傾向があること，(2) 館長は比較的，教育に期待していること，(3) 特別区以外の各図書館は設置母体の自治体としての性格を考慮した重要性の判断をしていることなどが明らかになった。
１．研究の背景と目的（LIPER公共図書館班の活動概要）
　「情報専門職の養成に向けた図書館情報学教育体制の再構築に関する総合的研究」（LIPER: Library and Information Professions and Educations Renewal）は，日本図書館情報学会学会員を中心に研究班を組織し，以下の2点を目的としている1)。

1. 図書館等への配置状況・職務内容を踏まえ，養成・研修機関のこれまでの活動を評価
2. 必要な専門的知識・技能の範囲を明らかにし，養成・研修機関がそれをどのように担っていくのか，また今後の図書館情報学教育を進めるための具体的指針を提示 
　発表者らは，LIPER公共図書館班として，これらの目的の中の公共図書館に関連する領域を研究対象としており，以下の手順で研究を進めてきた。

· 2003年度： 

· 聞き取り調査（質問紙調査に向けた予備的調査として全国の一般職員から館長までを対象に実施）
· 2004年度： 

· 質問紙調査（予備調査・本調査）
· 聞き取り調査

　このうち，2004年度の質問紙調査（本調査）は，以下の要領で行なった。

· 調査時期：2004年9月3日～10月20日

· 調査方法：質問紙法（郵送）による標本調査
· 調査対象：『日本の図書館 2003』（日本図書館協会，2004）掲載の公立図書館から掲載順（主に人口規模順）に10館ごとに系統抽出した175自治体に勤務する「常勤」または「常勤相当（週40時間勤務）の非常勤」の職員
　調査票は，2003年度の聞き取り調査の結果に基づいて設計されており，以下の要素からなる。

1 フェイスシート

2 公共図書館職員に必要と思われる知識・技術（領域）の重要性（調査項目A欄）
3 ②において重要と回答した知識・技術（領域）を学ぶ機会（調査項目B欄）
4 自由記述

　調査票は，175自治体に発送し，120自治体から回答を得た。有効回答者数は1,266であった。
なお，調査票そのものや単純集計の結果については，今年度の本学会春季研究集会における発表を参照されたい2)。
　また，2004年度に実施した聞き取り調査は，質問紙調査の単純集計結果をもとに，以下のとおり実施した3)。
· 調査時期：2004年12月～2005年2月

· 調査方法：対面法による聞き取り調査（結果概要を事前に郵送し，1～2時間程度で，調査に対する感想，クロス集計の方向性，図書館情報学教育全般に関する意見について聴取）

· 調査対象：9名の図書館情報学教員（図書館情報学教育に関する公的な立場にある，またはあった教員など）
　結果については，以下のようにまとめられる。
· 養成における理論的側面と実務的技能のどちらを重視するのかが，対象者の意見・感想の基調としてかなり明確に出た。
· 司書資格，館長，設置母体，勤務歴といった要素がクロス集計の対象として挙げられ，特に館長を重視する意見が多かった。
· 図書館情報学教育全般に関する意見としては，大きく分類すると，教育の枠組み，司書，司書養成科目，教育者の問題，司書講習といったものが挙げられる。
　本発表では，2004年度に実施した質問紙調査（本調査）について，同年度に実施した聞き取り調査で聴取した集計の方向性に関する示唆を参考に行なったクロス集計の分析結果を報告する。

２．クロス集計の結果と分析
　クロス集計を行なった結果を以下に示す。すべての集計結果を掲載することは困難なので，ここではそれぞれの傾向を簡単にまとめていきたい。なお，調査票の知識・技術に関する項目は34あったが，「その他」等を除いた30項目を集計対象とした。
(1) 司書資格の有無
　回答者総数1,266人のうち，有資格者は744人，無資格者は517人であった（残りは無回答）。基本的な傾向としては，以下のとおりになった。
· 知識・技術の重要度（A欄）については，ほとんどの項目において有資格者のほうがより重要だと考える傾向がある。
· 24項目で有資格者のほうが“特に重要”と回答した比率が高い。
· 29項目まで有資格者のほうが“特に重要”と“重要”と回答した比率の和が高い。例外は「フ．社会調査・統計学」。
· 知識・技術を教育で養成すべきか，実務で習得すべきか（B欄）については，基本的に有資格者のほうが教育での養成を重視している。無資格者は，図書館業務に関連する知識を教育で養成することを望む傾向がある。
· B欄について，「有資格者と無資格者の回答比率が10％以上離れているかどうか（資格の有無で意識が大きく異なる）」と「どちらのほうが教育で養成すべきと答えているか」で区分けすると表1のとおりになる。それぞれのタイプ（表1の各項目の数値の後ろのローマ数字）に該当する主な項目は以下のとおり。

· タイプI：「ウ．資料選択・蔵書構築」「ヒ．経営管理」
· タイプII：「イ．レファレンスサービス」「テ．地方公共団体の行財政」「人文・社会・自然各分野の主題知識（ホ，マ，ミ）」など

· タイプIII：「ア．資料組織」「エ．図書館資料」「キ．情報検索」「ク．図書館の自由」など

· タイプIV：「カ．貸出サービス」「ケ．児童サービス」「コ．障害者サービス」「サ．多文化サービス」など

表1　知識・技能の習得の場に関する認識

（数字は該当する項目数（N=30））

	
	回答比率の差が10％以上
	回答比率の差が10％未満

	無資格者のほうが「教育」と回答
	2（I）
	8（II）

	有資格者のほうが「教育」と回答
	10（III）
	10（IV）


· B欄回答の条件（A欄で“特に重要”か“重要”と答えた人だけがB欄を回答する）以外にA欄の回答とB欄の回答との間に特に明確な関係はないようである。
(2) 職位

　回答者総数1,266人のうち，館長は100人，館長以外が1,145人である（残りは無回答）。
· A欄において，館長のほうが館長以外より“特に重要”と回答した比率がかなり低い項目は，「カ．貸出サービス」「キ．情報検索」「ケ．児童サービス」「コ．障害者サービス」「ト．著作権」「ヌ．個人情報保護」である。
· A欄の人文・社会・自然各分野の主題知識（ホ，マ，ミ）において，館長の回答はいずれも“特に重要”の比率がやや低いが，“重要”の比率が高く，結果として両者の比率の和は館長以外よりも高い。
· B欄については，館長と館長以外の回答に大きな差はなく，両者の差が10％以上になるものは，「ソ．電子情報の組織化・提供」「ヌ．個人情報保護」「フ．社会調査・統計学」だけである。
· 館長は館長以外よりも教育による養成に期待する傾向が強く，はっきり実務による習得を考えているのは，「セ．図書館の機械化」程度である。
 (3) 設置母体

　設置母体別の内訳は表2の通りである（総数は1,266）。主な傾向は，以下のように指摘できる。

· A欄における“特に重要”と“重要”の比率の和について，質問項目ごとに設置母体別で順位を比較してみると，表3のとおりになる。相対的に見れば，町村と特別区が各項目の重要度を低く見ていることがわかる。
· A欄のうち，政令市が相対的により重要と考えている項目は，児童・障害者・マイノリティといった弱者へのサービス（ケ，コ，サ），社会科学的領域（テ，ナ，ニ，ヌ，ノ），各分野の主題に関する知識（ホ，マ，ミ）といったあたりである。
表2　回答者の所属設置母体ごとの回答数（N=1,266）

	都道府県
	政令市
	市

	121
	278
	562

	町村
	特別区
	その他

	191
	113
	1


表3　各質問項目の設置母体の順位集計
（質問項目ごとに比率の降順で並べた順位の項目数）

	　
	1位
	2位
	3位
	4位
	5位

	都道府県
	9
	8
	5
	5
	3

	政令市
	13
	7
	4
	3
	3

	市
	1
	6
	17
	5
	1

	町村
	7
	4
	2
	7
	10

	特別区
	0
	5
	2
	10
	13


· 一方，町村では，「ア．資料組織」「イ．レファレンスサービス」「ウ．資料選択」「カ．貸出」といった基本的なサービスに関する項目に対する重要度の判断が相対的に高い。政令市・都道府県との役割の違いを感じさせる。

· B欄において「教育で養成」と回答した比率について，項目ごとに設置母体別で順位を比較すると表4のとおりになる。都道府県が「教育で養成」と答える比率が高く，ついで政令市，市と町村はほぼ同じで（分布は異なるが平均値と中央値は近接），特別区が一番低い。

· B欄で都道府県が相対的に「実務で習得」としているのが，「イ．レファレンスサービス」「ケ．児童サービス」「テ．地方公共団体の行財政」「ヒ．経営管理」である。

表4　B欄において「教育で養成」
と答えた設置母体の比率順位

	
	1位
	2位
	3位
	4位
	5位

	都道府県
	21
	3
	2
	3
	1

	政令市
	5
	13
	1
	5
	6

	市
	0
	5
	14
	10
	1

	町村
	3
	5
	8
	9
	5

	特別区
	1
	4
	5
	3
	17


(4) 図書館以外の勤務経験
　図書館以外での勤務経験（以下，単に外勤経験）については，あると回答した者が642人，ないと回答した者616人と，ほぼ拮抗している。
· A欄では，外勤経験なしのほうが“特に重要”と答える傾向がある。顕著な項目は，「イ．レファレンスサービス」「キ．情報検索」「ケ．児童サービス」「ネ．個人情報保護」である。
· しかし，これらの項目は，外勤経験ありでは比較的“重要”と答える傾向にあるため，“特に重要”と“重要”の比率の和を比較するとそれほどかけ離れていない。むしろ，この比較で顕著なのは，「サ．多文化サービス」「タ．集会活動」「ノ．出版流通」である。
· 外勤経験なしは，どちらかといえば，教育での養成を期待している。顕著に教育に期待している項目は，「エ．図書館資料」「ク．図書館の自由」「ス．図書館史」である。
(5) 勤務年数
　図書館での勤務年数の分布状況は表5のとおり（回答数1,266うち無回答14）で，以下の傾向がある。

表5　図書館での勤務年数分布（N=1,252）

	勤務年数
	～3
	4～

9
	10～19
	20～29
	30～



	人数
	528
	335
	195
	139
	55


· 表6にあるとおり，相対的に見ると，20～29年勤務の職員が最も“特に重要”か“重要”と答える傾向にある。以下，30年以上，10～19年，4～9年と来て，3年以下勤務の職員が“特に重要”や“重要”とは考えない傾向にある。
· なお，20～29年勤務の職員が重要と考えるものを30年以上の職員も重要と考えるとは限らないが，30年以上勤務の職員が重要と考える項目と20～29年勤務の職員が重要と考える項目は重複する傾向にある。
· 相対的に見たとき，勤務年数に応じてより重要と考えられている項目は，「ウ．資料選択」「オ．図書館協力」「サ．多文化サービス」「シ．図書館関係法規・基準」「ノ．出版流通」「ヒ．経営管理」である。

· 表7および平均順位・中央値から，B欄において「教育で養成」と回答する職員の比率が最も高いのは，勤務年数30年以上の職員で，以下，20～29年，10～19年，3年以下と来て，4～9年となっている。
表6　各質問項目数の順位集計

（質問項目ごとに比率の降順で並べた順位の項目数）

	　
	1位
	2位
	3位
	4位
	5位

	～ 3年
	0
	4
	3
	7
	16

	 4～ 9年
	3
	4
	6
	13
	4

	10～19年
	1
	9
	11
	5
	4

	20～29年
	14
	11
	3
	1
	1

	30年～
	12
	2
	7
	4
	5


表7　B欄において「教育で養成」

と答えた勤務年数別の比率順位

	
	1位
	2位
	3位
	4位
	5位

	～ 3年
	3
	5
	6
	8
	8

	 4～ 9年
	0
	1
	8
	9
	12

	10～19年
	2
	14
	4
	4
	6

	20～29年
	11
	6
	6
	6
	1

	30年～
	14
	4
	6
	4
	2


３．まとめ
　以上の分析結果を整理すると次のようになる。

· 司書有資格者は，無資格者と比較して，知識・技術をより重要と考える傾向があり，それを教育での養成に求める傾向がある。
· 館長は，館長以外よりも，それほど顕著な差ではないが，教育に期待する傾向がある。
· 設置母体別では，自治体の性格から連想される項目を重要だとみなす傾向がある。ただし，特別区の傾向は読み取れない。また，都道府県は教育に期待する傾向がある。
· 図書館以外で勤務した経験のない職員のほうが，知識・技術をより重要であると答え，教育に期待する傾向にある。
· 通算の勤務年数でいうと，全般的には勤務年数が長いほうが，知識・技術をより重要と考えるとともに，教育に期待する傾向がある。
　以上，公共図書館職員に必要な知識・技術の重要度や教育か実務のいずれの段階で修得すべきかについて公共図書館の職員がどのように考えているのかが，ある程度，明らかになったものと思われる。今後は，これらの結果をもとに，公共図書館職員養成としての側面を中心に図書館情報学教育を総括し，改善のための指針を考えていきたい。

　調査にご協力いただいた図書館職員・図書館情報学教育研究者各位に感謝いたします。

注・引用文献

1)
http://wwwsoc.nii.ac.jp/jslis/liper/（参照2005-09-20）

2)
野末俊比古ほか“公共図書館職員の知識・技術に関する意識等の実態：LIPER公共図書館班アンケート調査における傾向の分析”『2005年度日本図書館情報学会春季研究集会発表要綱』2005.5，p.31-34．

3)
大谷康晴ほか“公共図書館職員養成教育研究者と職員の意識：LIPER公共図書館班聞き取り調査に見る養成教育の方向性”『平成17年度西日本図書館学会春季研究発表会』2005.6，A4判7枚．

参考：質問紙調査の項目（「その他」を除く）

ア　資料組織(目録・分類)

イ　レファレンスサービス

ウ　資料選択・蔵書構築

エ　図書館資料（図書・雑誌・視聴覚資料など）

オ　図書館協力・ネットワーク（相互貸借など）

カ　貸出サービス

キ　情報検索（オンライン・オフライン）

ク　図書館の自由

ケ　児童サービス

コ　障害者サービス

サ　多文化サービス

シ　図書館関係法規・基準

ス　図書館史

セ　図書館の機械化

ソ　電子情報の組織化・提供

タ　集会活動

ツ　コンピュータ・インターネットの利用（操作・管理）

テ　地方公共団体の行財政

ト　著作権（知的財産権）

ナ　社会教育・生涯学習

ニ　情報公開

ヌ　個人情報保護（プライバシー）

ネ　書誌学
ノ　出版流通

ハ　接遇

ヒ　経営管理（人事・組織・財務など）

フ　社会調査・統計学

ホ　人文科学分野の主題知識

マ　社会科学分野の主題知識

ミ　自然科学分野の主題知識

　裏面へお進みください　








